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 報  告 報  告 報  告
※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

一般会計歳出　１３５億1,083万円

民生費
39億2,542万円
（29.1%）

教育費
17億1,085万円
（12.7%）

衛生費
11億8,160万円
（8.7%）

公債費
15億9,940万円
（11.8%）

土木費
21億2,807万円
（15.8%）

総務費
13億7,844万円
（10.2%）

消防費
6億3,651万円
（4.7%）

商工費 5,723万円（0.4%）
災害復旧費 511万円（0.0%）

諸支出金 1億6,073万円（1.2%）議会費 1億8,953万円（1.4%）

農林水産業費
5億3,788万円（4.0%）

人件費
22億5,078万円
（16.7%）

補助費等
16億8,032万円
（12.4%）

繰出金
25億4,895万円
（18.9%）

物件費
15億
9,049万円
（11.8%）

公債費
15億9,940万円
（11.8%）

扶助費
21億2,717万円
（15.7%）

普通建設事業費
13億5,795万円
（10.1%）

積立金 1億6,073万円（1.2%）

維持補修費
1億8,947万円
（1.4%）

災害復旧費
511万円
（0.0%）

失業対策事業費
43万円（0.0%）

義務的経費
59億
7,735万円
（44.2%）

消費的経費
34億6,029万円
（25.6%）

投資的経費
13億
6,350万円
（10.1%）

その他
27億
968万円
（20.1%）

目　的　別

性　質　別

農林水産業費
農林水産業の振興や
水路・農道・漁港の
管理などにかかる費
用

積立金
基金（市の貯金）に
積み立てられる費用

繰出金
一般会計から特別会
計へ出される費用

災害復旧費
大雨などの災害に
よって被害を受けた
施設などを復旧する
費用

商工費
産業振興や観光事業
などのための費用

衛生費
各種検診、予防接種
や環境保全、ごみ・
し尿処理などにかか
る費用

民生費
生活困窮者・児童・
高齢者・障害者など
に対する福祉の充実
のための費用

総務費
全般的な管理事務・
庁舎の維持管理・戸
籍・徴税・選挙など
にかかる費用

土木費
公共施設（道路・河
川・公園・住宅など）
の建設や維持管理の
費用

公債費
借入金（元金・利子）
の返済のための費用

普通建設事業費
公共施設（道路・河
川・学校など）の建
設事業に要する費用

維持補修費
公共施設（道路・河
川・学校など）を補
修するための費用

物件費
消耗品や賃金、委託
料、備品購入費など
の費用

教育費
教育委員会・幼稚園・
小中学校や社会教育
など教育関係にかか
る費用

補助費等
各種団体に対する助成
金や一部事務組合への
負担金などの費用

公債費
借入金（元金・利子）
の返済のための費用

扶助費
社会保障制度の一環
として、生活困窮者・
児童・高齢者・障害
者などに対して行っ
ているさまざまな支
援に要する費用

人件費
特別職の報酬、職員
の給料や手当などの
費用

消防費
消防活動や防災のた
めにかかる費用

議会費
議会の運営のための
費用

 問本庁財政課　☎４４－９００４
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平成２６年度 決  算決  算決  算
一般会計歳入　１４５億５，４１３万円

※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

市税
34億5,211万円
（23.7%）

繰越金 ５億8,046万円
（4.0%）

その他 2億5,458万円（1.7%）

地方交付税
55億6,956万円
（38.3%）

国庫支出金国庫支出金
12億6,418万円
（8.7%）

12億4,549万円
（8.5%）

市債
12億4,549万円
（8.5%）

県支出金
7億6,432万円（5.3%）

地方消費税交付金
3億4,739万円（2.4%）

地方譲与税
1億1,659万円（0.8%）
地方特例交付金 
1,651万円（0.1%）

その他
8,679万円（0.6%）

自主
財源
（35.3％）　依存

財源
（64.7％）　

財産収入 5,368万円（0.4%）

繰入金 5億5,902万円（3.8%）

分担金及び負担金 1億4,137万円（1.0%）
使用料及び手数料 1億202万円（0.7%）

平成26年度に行った主な事業 ※金額は１万円未満切り捨て

■総務費  
　本庁舎耐震補強事業 8,803万円
　市営バス運行事業 2,055万円
　定住促進事業 121万円
　社会保障・税番号制度導入事業 1,686万円
■民生費  
　臨時福祉給付金給付事業 8,900万円
　後期高齢者医療事業 ３億8,495万円
　障害者自立支援事業 ４億5,761万円
　放課後児童対策事業 3,155万円
　児童手当給付事業 ５億1,781万円
　子育て世帯臨時特例給付金給付事業 4,279万円
■衛生費  
　母子保健事業 2,435万円
　予防接種事業 7,425万円
　子ども医療給付事業 １億3,143万円
　塵芥収集業務委託事業 １億3,263万円

■農林水産業費  
　農業用施設改良事業 6,994万円
　防潮堤開閉ゲート整備事業 1,573万円
■土木費  
　市道新設改良事業 １億5,152万円
　金光駅周辺整備事業 469万円
■消防費  
　ハザードマップ改訂事業 499万円
　津波浸水高表示板設置事業 199万円
■教育費  
　適応指導教室事業 264万円
　学力向上No.1プロジェクト事業 １億8,894万円
　生活支援員配置事業 3,562万円
　スクールポリス配置事業 472万円
　学校施設耐震化事業 ２億1,055万円
　青少年育成センター運営事業 386万円
　学校給食センター整備事業 ２億3,854万円
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一般会計の借入金・積立金の内訳

※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

合併特例債
27億9,675万円
（21.6%）

教育債
13億7,895万円
（10.6%）

農林水産業債
6億366万円
（4.7%）

臨時財政
対策債等

72億5,900万円
（56.1%）

借入金
の内訳
129億
3,476万円

財政調整基金
47億1,588万円
（53.2%）

合併振興基金
18億7,007万円
（21.1%）

積立金
の内訳
88億

6,203万円

総務債
1億2,472万円（0.9%）

公営住宅債
7,806万円（0.6%）

衛生債
3,910万円（0.3%）

民生債
3,370万円（0.3%）

消防債
935万円（0.1%）

災害復旧債
874万円（0.1%）

まちづくり基金
7億3,961万円
（8.4%）

定額運用基金 4億7,171万円（5.3%）
学校施設等整備基金 2億645万円（2.3%）
駅周辺整備基金 2億73万円（2.3%）
減債基金 1億3,474万円（1.5%）
その他特定目的基金 5億2,280万円（5.9%）

土木債
6億270万円
（4.7%）
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会計別決算状況
※金額は１万円未満切り捨てのため、差引額が一致していません。

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額
一般会計 145億5,413万円 135億1,083万円 10億4,329万円

特別会計

国民健康保険 49億8,218万円 45億8,111万円 4億107万円
後期高齢者医療 4億8,296万円 4億8,296万円 0万円
住宅新築資金等貸付事業 538万円 307万円 231万円
介護保険 34億8,965万円 34億1,264万円 7,700万円
公共下水道事業 （公） 21億5,525万円 21億2,709万円 2,815万円
畑地かんがい給水事業 975万円 779万円 196万円
益坂財産区 833万円 591万円 241万円
工業団地開発事業 （公） 4億2,962万円 5,598万円 3億7,364万円

企業会計 水道事業 （公） 9億7,516万円 9億9,624万円 ▲2,107万円
（公）：公営企業会計

平成26年度末の借入金・積立金の状況
会計名 借入金 積立金うち交付税措置等※

一般会計 129億3,476万円 114億5,274万円 88億6,203万円
※借入金のうち返済時に国からの交付税措置が見込まれるもの。

会計名 借入金 積立金うち交付税措置等※

特別会計

国民健康保険 1億1,859万円
住宅新築資金等貸付事業 656万円
介護保険 2億4,314万円
公共下水道事業 133億6,045万円 66億2,143万円
工業団地開発事業 4,374万円

企業会計 水道事業 9億579万円 1億2,772万円
※借入金のうち返済時に国からの交付税措置が見込まれるもの。
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※標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう
　　　　　　　  一般財源の総量（市税・地方交付税など）

　平成１９年６月に「地方公共団体の財政健全化に関する法律」が公布されました。
　この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する指標の公表制度を設け、その比率に応じて財
政の早期健全化と財政の再生などに必要な行政上の措置を講ずることにより、地方公共団体の財政
の健全化に資することを目的としています。
　平成２６年度決算に基づく浅口市の健全化判断比率と資金不足率は、次のとおり、すべて基準を下
回っていることから、健全な財政運営を行っているといえます。

健全化判断
比率などでみる 浅口市の財政状況

が

浅口市の財政状況

健全化判断比率

資金不足率

実質赤字比率　赤字なし 　一般会計など（一般会計と特別会計のうち普通
会計に相当する会計）を対象とした指標です。一般
会計などの収支（歳入－歳出）から、翌年度に繰り
越すべき財源を差し引いた決算額が赤字額になる
場合、赤字額の標準財政規模（※）に対する比率を
表したのが実質赤字比率です。平成26年度は黒字
のため、「なし」となります。

連結実質赤字比率　赤字なし 　すべての会計（浅口市の場合、一般会計と６つの
特別会計、３つの公営企業会計）を対象とした指標
で、全会計における赤字・黒字の要素を合算した額
の標準財政規模（※）に対する比率を表したのが連
結実質赤字比率です。平成26年度は黒字のため、
「なし」となります。

実質公債費比率　１1.5％ 　一般会計などが、一部事務組合や水道・下水道
など公営企業債の返済などに充てた繰出金なども
含めて、市債の返済にどれだけお金を使っている
か、標準財政規模（※）に対する比率を表したのが
実質公債費比率です。
　この数値が25％を超えると黄信号である「財政
健全化団体」に、35％を超えると破たん状態である
「財政再生団体」となります。

　地方公社や第３セクターに係るものも含め、一般
会計などが将来負担しなければならない実質的な
負担を標準財政規模（※）に対する比率を表したの
が将来負担比率です。
　この数値が350％を超えると黄信号である「財
政健全化団体」となります。

将来負担比率　29.2％

浅口市

健全団体

0％ 13.39％ 20.0％

財政健全化団体 財政再生団体

浅口市

健全団体

0％ 18.39％ 30.0％

財政健全化団体 財政再生団体

県内市町村平均 10.5％ 浅口市 11.5％

健全団体

0％ 25.0％ 35.0％

財政健全化団体 財政再生団体

浅口市 29.2％ 県内市町村平均 53.8％

健全団体

0％

0％

350.0％

財政健全化団体

　公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する
比率です。比率は各会計ごとに算定し、比率が高け
れば経営状態に問題があります。公営企業のサー
ビスは上下水道など、日常生活に欠くことができな
いため、早期の経営健全に向けて別途に比率が算
定されます。浅口市では３つの公営企業会計に関
わるすべてにおいて、資金不足はありません。

資金不足比率　資金不足額なし
浅口市

健全団体

20.0％

経営健全化団体


